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１.長岡市特別職報酬等審議会の審議方法について 

 

報酬等決定の考え方 

 ○ 地方自治法第 204 条において、特別職の報酬等は条例により定めて支給す

ることと規定されているが、一般職とは異なり法令で具体的な基準は定めら

れていない。 

 
 ○ 国からは、昭和 36 年自治事務次官通知において、諸事情を総合的に勘案

するとともに、「住民の理解を得る措置をとること」との指導がある。 

 
  （参考）昭和 36 年 自治事務次官通知 

特別職の地方公務員の給与改定を行う場合には、次の諸事情などを総合

的に考慮し、適正な改正を行うこと。 

    ア 国家公務員の特別職の給与改定 

    イ 各地方公共団体における特別職の職員に関するここ数年来の給 

与改定の経緯 

    ウ 各地方公共団体の一般職の職員の給与改定の取り扱い 

    エ 他の地方公共団体との均衡 

 
○ このため、各自治体において報酬審議会を設置し、報酬額の妥当性などの 

検証を行っている。 

 

検討の視点の一例（これまでの審議会等で議論された論点） 

  ① 職務、職責に対する妥当性 

・身分、職務、職責に見合う報酬額か。職務、職責は増減しているか。 

  ② 類似団体等との均衡 

   ・類似団体や県内各市と比較して逸脱していないか。 

  ③ 社会経済情勢との均衡 

   ・経済情勢、景気の動向をふまえて適切か。 

  ④ 市の財政状況 

   ・財政状況は健全であるか（財政指標が危険な水準でないか） 

  ⑤ 一般職員の給与改定状況 

   ・身分や職責が異なるため、一般職と連動するものではないが考慮が必要。 
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審議項目について 

○ 各自治体によって審議項目は異なる。 

 長岡市 （参考）県内自治体 

給料額（報酬額） 
審議対象 

県内全市が審査対象 

退職手当 県内 5/20 市が審査対象 

期末手当 
審議対象外 

県内 2/20 市が審査対象 

議員政務活動費 県内 9/20 市が審査対象 

 

一任期総収入の考え方の経緯 

  〇 平成 18 年度から退職手当が審議項目に追加された。 

 

  〇 これまでの審議会において、一任期総収入で比較することが妥当と判断

されてきた。また、給料月額の引き上げと併せて退職手当率を見直して

はどうかという意見が出されている。 

 

（参考）過去の審議会議事録より抜粋 

・平成 18 年度 
 「退職手当額は給料月額を基礎として計算しているため、給料月額が

変われば退職手当の額も変わる点を踏まえて議論する必要がある。」 

  退職手当額 ＝ 給料月額 × 在職月数 × 退職手当率  

「退職手当額のみで判断するのではなく、４年間の年収に退職手当の

額を加えた任期４年の収入額の比較が一番分かりやすい。」 

    ・平成 19 年度 

「市長、副市長に関しては、給料月額は特例市の中で低位ですが、退

職手当額は上位です。他団体と比較する場合は、４年間の年収と退

職手当額の合計で比較するべきではないかと思います。」 

    ・平成 20 年度 

     「退職手当については資料のように表にすると確かに目立ちます。

いずれ、給料月額の引き上げと併せて退職手当率を引き下げるなど、

工夫が必要だと思います。」 



 ２.本市　市長、副市長等の給与及び議員報酬額等の現況

1　市長、副市長、教育長、常勤の監査委員の給与の現況

期末手当 寒冷地手当

市 長 1 1,016,000 円 H22.4.1
国の指定職職員を踏
まえ決定(年間3.40月)

一般職員に準ずる

副 市 長 2 825,000 円 H22.4.1 〃 〃

教 育 長 1 694,000 円 H28.4.1 〃 〃

常 勤 の
監 査 委 員

1 552,000 円 H22.4.1 〃 〃

※　教育長は平成28年３月31日まで一般職であり、平成28年４月１日から特別職へ移行。

２  市議会議員の議員報酬等の現況

諸　　手　　当

期末手当

議 長 1 624,000 円 H27.5.1
国の指定職職員を踏
まえ決定(年間3.40月)

副 議 長 1 563,000 円 H27.5.1 〃

議 員 32 526,000 円 H27.5.1 〃

区 分 人数 報酬月額 適用年月日

区 分 人数 給料月額 適用年月日
諸　　　　手　　　　当

－ ３ －



 ３.長岡市特別職報酬等審議会 諮問・答申状況及び報酬額等の推移

【諮問】

【答申】

適用年月日

区 分 金額 (円)
増減率
(%)

金額 (円)
増減率
(%)

金額 (円)
増減率
(%)

金額 (円)
増減率
(%)

金額 (円)
増減率
(%)

市 長 1,016,000 据置 1,016,000 据置 1,016,000 据置 1,016,000 据置 1,016,000 据置

副 市 長 825,000 据置 825,000 据置 825,000 据置 825,000 据置 825,000 据置

教 育 長 － － － － － － 694,000 据置 694,000 据置

常 勤 の
監査委員

552,000 据置 552,000 据置 552,000 据置 552,000 据置 552,000 据置

議 長 608,000 据置 624,000 2.63 624,000 据置 624,000 据置 624,000 据置

副 議 長 547,000 据置 563,000 2.93 563,000 据置 563,000 据置 563,000 据置

議 員 510,000 据置 526,000 3.14 526,000 据置 526,000 据置 526,000 据置

※市議選後の27.5.1から改定

【諮問】

【答申】

適用年月日

区 分 金額 (円)
増減率
(%)

金額 (円)
増減率
(%)

金額 (円)
増減率
(%)

金額 (円)
増減率
(%)

金額 (円)
増減率
(%)

市 長 1,016,000 据置 1,016,000 据置 1,016,000 据置 1,016,000 据置 1,016,000 据置

副 市 長 825,000 据置 825,000 据置 825,000 据置 825,000 据置 825,000 据置

教 育 長 694,000 据置 694,000 据置 694,000 据置 694,000 据置 694,000 据置

常 勤 の
監査委員

552,000 据置 552,000 据置 552,000 据置 552,000 据置 552,000 据置

議 長 624,000 据置 624,000 据置 624,000 据置 624,000 据置 624,000 据置

副 議 長 563,000 据置 563,000 据置 563,000 据置 563,000 据置 563,000 据置

議 員 526,000 据置 526,000 据置 526,000 据置 526,000 据置 526,000 据置

　・本審議会は、平成９年度から、改定、据置にかかわらず毎年開催しています。

平成31年 1月25日 令和２年 1月24日 令和３年 2月10日 令和４年 1月31日 令和５年 1月31日

平成31年 4月 1日 令和２年 4月 1日 令和３年 4月 1日 令和４年 4月 1日 令和５年 4月 1日

平成26年 4月 1日 平成27年 4月 1日 平成28年 4月 1日 平成29年 4月 1日 平成30年 4月 1日

平成31年 1月25日 令和２年 1月24日 令和３年 2月10日 令和４年 1月31日 令和５年 1月31日

平成26年 1月30日 平成27年 1月29日 平成28年 1月29日 平成29年 2月3日 平成30年 1月26日

平成26年 1月30日 平成27年 1月29日 平成28年 1月29日 平成29年 2月3日 平成30年 1月26日
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 １０.施行時特例市　今年度の動向

増額 据置 減額 未定

(7市) (14市) (0市) (1市)

1 つ く ば 市 （ 茨 城 ） R5.6.2～ ◎
三役は据置
(議員報酬の増額、議長月額151,000円増ほか)

2 伊 勢 崎 市 （ 群 馬 ） 予定なし ◎

3 太 田 市 （ 群 馬 ） 予定なし ◎

4 所 沢 市 （ 埼 玉 ） R6.2予定 ○

5 春 日 部 市 （ 埼 玉 ）
R5.11
R5.12.20

◎

6 草 加 市 （ 埼 玉 ） R5.10.27 ◎

7 熊 谷 市 （ 埼 玉 ） R5.11.21 ◎
市長月額25,000円増　副市長月額20,000円増
教育長月額15,000円増

8 小 田 原 市 （神奈川） 予定なし ◎

9 大 和 市 （神奈川）
R5.10.30
R5.11.6

◎

10 平 塚 市 （神奈川） 予定なし ◎

11 厚 木 市 （神奈川） 予定なし ◎

12 茅 ヶ 崎 市 （神奈川） R5.10.31 ◎
市長月額28,000円増　副市長月額23,000円増
教育長月額21,000円増

13 上 越 市 （ 新 潟 ） １月中旬予定 ○

14 沼 津 市 （ 静 岡 ） 予定なし ◎

15 富 士 市 （静岡） 予定なし ◎

16 春 日 井 市 （愛知） R5.11～12.5 ◎

17 四 日 市 市 （三重） R5.11～12.26 ◎
市長月額17,000円増　副市長月額14,000円増
教育長月額12,000円増

18 茨 木 市 （大阪） 予定なし ◎

19 岸 和 田 市 （大阪） 予定なし ◎

20 加 古 川 市 （兵庫） R5.12.15～ ◎

21 宝 塚 市 （兵庫） R5.6～R5.10 ◎
市長月額24,700円増　副市長月額11,500円増
教育長月額1,500円増

22 佐 賀 市 （佐賀） 予定なし ◎

特　　　 例　　　 市
今年度の開催状況

今年度の方向性
（◎は確定）

備　　　　考
都　市　名 （府県名）

－ ２１ －



 １１.県及び県内各市　今年度の動向

増額 据置 減額 未定

(6市) (2市) (0市) (11市)

1 新 潟 市
R5.10.30
R5.11.6

◎

市長月額7,000円増　副市長月額6,000円増
教育長月額5,000円増
※審議項目に期末手当を含む
　⇒期末手当の支給月数を0.1月引上げ

2 上 越 市 R6.1.17 ○

3 三 条 市 R6.1.26 ○

4 柏 崎 市 未定 ◎

5 新 発 田 市 R5.12.18 ◎
※審議項目に期末手当を含む
　⇒期末手当の支給月数を0.1月引下げ

6 小 千 谷 市 R6.1予定 ◎

7 加 茂 市 R6.1予定 ◎

8 十 日 町 市 R6.1末頃予定 ◎

9 見 附 市 予定なし ◎

10 村 上 市 R5.11.1 ◎
市長月額12,000円増　副市長月額9,200円増
教育長月額8,100円増

11 燕 市 R6.1予定 ◎

12 糸 魚 川 市 R6.1予定 ○

13 妙 高 市 R6.2予定 ◎

14 五 泉 市 開催予定 ◎

15 阿 賀 野 市 R6.2予定 ◎

16 佐 渡 市 未定 ◎

17 魚 沼 市 R6.1予定 ◎

18 南 魚 沼 市 R5.11.7 ◎
市長月額2,500円増　副市長月額1,900円増
教育長月額1,700円増

19 胎 内 市 未定 ◎

＊ 新 潟 県 R6.1.31予定 ◎

都   市   名 今年度の開催状況

今年度の方向性
（◎は確定）

備　　　　考

－ ２２ －
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１２.令和５年人事院勧告について 

 

 

令和５年人事院勧告は、国家公務員の給与における民間の給与との較差３，８６

９円（△０.９６％）を解消するため、初任給及び若年層に重点を置いた上で、全

年齢層の引上げを行い、期末・勤勉手当についても民間との均衡を図るため、期末

手当及び勤勉手当の支給月数をそれぞれ０.０５月分引上げることとしました。 

 
新潟県人事委員会においても、給与における民間の給与との較差２，７８０円（△

０.７４％）を解消するため、初任給及び若年層に重点を置いた上で、全年齢層の

引上げを行い、期末・勤勉手当は勤勉手当の支給月数を０.１０月分引上げること

としました。 

 
本市においては、国家公務員の給与改定を踏まえ、新潟県人事委員会勧告に準拠

した対応をとることとしました。 

 
なお、本市の特別職の期末手当は国家公務員（指定職）の改定に準じ０．１０月

分増額改定することとしました。 

 
 
 

 公民較差 給与改定率 期末・勤勉手当 

人事院勧告（国） ３，８６９円 
改定あり 
＋１.１％ 

改定あり 
期末＋０.０５月 
勤勉＋０.０５月 

新潟県 
人事委員会勧告 

２，７８０円 
改定あり 

＋０.７４％ 
改定あり 

勤勉＋０.１０月 

長岡市 － 
県人事委員会 
勧告に準拠 

県人事委員会 
勧告に準拠 

  ※ 新潟県人事委員会勧告については給与改定率が公表されていないため、勧告率を掲載。 



 １３．報酬等の変遷

H25を100とし
た場合の指数

H25を100とし
た場合の指数

H25を100とし
た場合の指数

H25を100とし
た場合の指数

市 長 1,016,000 1,016,000 100.00 1,016,000 100.00 1,016,000 100.00 1,016,000 100.00

副 市 長
（助役）

825,000 825,000 100.00 825,000 100.00 825,000 100.00 825,000 100.00

教 育 長 - - - 694,000 - 694,000 - 694,000 -

常 勤 の
監査委員

552,000 552,000 100.00 552,000 100.00 552,000 100.00 552,000 100.00

議 長 608,000 624,000 102.63 624,000 102.63 624,000 102.63 624,000 102.63

副 議 長 547,000 563,000 102.93 563,000 102.93 563,000 102.93 563,000 102.93

議 員 510,000 526,000 103.14 526,000 103.14 526,000 103.14 526,000 103.14

市 長 15,971,520 16,032,480 101.54 16,154,400 102.32 16,215,360 102.70 16,276,320 103.09

副 市 長
（助役）

12,969,000 13,018,500 101.54 13,117,500 102.32 13,167,000 102.70 13,216,500 103.09

教 育 長 - - - 11,034,600 - 11,076,240 - 11,117,880 -

常 勤 の
監査委員

8,677,440 8,710,560 101.54 8,776,800 102.32 8,809,920 102.70 8,843,040 103.09

議 長 9,557,760 9,846,720 104.22 9,921,600 105.01 9,959,040 105.41 9,996,480 105.80

副 議 長 8,598,840 8,884,140 104.51 8,951,700 105.31 8,985,480 105.71 9,019,260 106.10

議 員 8,017,200 8,300,280 104.73 8,363,400 105.53 8,394,960 105.92 8,426,520 106.32

※ 年収については、特別職は期末手当を含めて算定した。

※ 新潟県人事委員会勧告については給与改定率が公表されていないため、勧告率を記載した。

給与改定
0.3%
勤勉手当
0.15

平成27年度 平成28年度 平成29年度
平成26年

度

月
額

年
収

人事院勧告
の状況

給与改定0.13%
勤勉手当0.1

給与改定0.12%
勤勉手当0.1

給与改定0.4%
勤勉手当0.1

給与改定0.2%
勤勉手当0.1

給与改定0.2%
勤勉手当0.1

新潟県
人事委員会
勧告の状況

給与改定
0.10%
勤勉手当
0.15

給与改定0.11%
勤勉手当0.1

給与改定0.16%
勤勉手当0.05

給与改定0.2%
勤勉手当0.05

平成30年度

－ ２４ －



（金額単位：円）

H25を100とし
た場合の指数

H25を100とし
た場合の指数

H25を100とし
た場合の指数

H25を100とし
た場合の指数

H25を100とし
た場合の指数

1,016,000 100.00 1,016,000 100.00 1,016,000 100.00 1,016,000 100.00 1,016,000 100.00 0 0.00

825,000 100.00 825,000 100.00 825,000 100.00 825,000 100.00 825,000 100.00 0 0.00

694,000 - 694,000 - 694,000 - 694,000 - 694,000 - - -

552,000 100.00 552,000 100.00 552,000 100.00 552,000 100.00 552,000 100.00 0 0.00

624,000 102.63 624,000 102.63 624,000 102.63 624,000 102.63 624,000 102.63 16,000 2.63

563,000 102.93 563,000 102.93 563,000 102.93 563,000 102.93 563,000 102.93 16,000 2.93

526,000 103.14 526,000 103.14 526,000 103.14 526,000 103.14 526,000 103.14 16,000 3.14

16,276,320 103.09 16,215,360 102.70 16,154,400 102.32 16,215,360 102.70 16,276,320 103.09 487,680 3.09

13,216,500 103.09 13,167,000 102.70 13,117,500 102.32 13,167,000 102.70 13,216,500 103.09 396,000 3.09

11,117,880 - 11,076,240 - 11,034,600 - 11,076,240 - 11,117,880 - - -

8,843,040 103.09 8,809,920 102.70 8,776,800 102.32 8,809,920 102.70 8,843,040 103.09 264,960 3.09

9,996,480 105.80 9,959,040 105.41 9,921,600 105.01 9,959,040 105.41 9,996,480 105.80 548,160 5.80

9,019,260 106.10 8,985,480 105.71 8,951,700 105.31 8,985,480 105.71 9,019,260 106.10 518,880 6.10

8,426,520 106.32 8,394,960 105.92 8,363,400 105.53 8,394,960 105.92 8,426,520 106.32 501,120 6.32

令和４年度

給与改定0.3%
勤勉手当0.1

給与改定0.19%
勤勉手当0.1

H25⇒R5の
差額

H25⇒R5の
改定率(%)

令和５年度

給与改定1.1%
期末手当0.05
勤勉手当0.05

給与改定0.74%
勤勉手当0.1

令和３年度

期末手当△0.1

期末手当△0.05給与改定0.09%
勤勉手当改定なし

期末手当△0.05

給与改定0.1%
勤勉手当0.05

期末手当△0.05

令和元年度 令和２年度

－ ２５ －



 １４．特別職と一般職の報酬月額等の比較

(円) (円)

                    309,986

令和５年度

                 1,016,000

                    825,000

                    694,000

                    552,000

                    624,000

0.09

一般職員
( 平均 )

                    309,336 650 0.21

一
般
職

部　　長
( 平均 )

                    448,206   1,818   0.41

課　　長
( 平均 )

                    403,528 343

                    446,388

                    403,871

議　　員                     526,000 0 0.00

                    563,000

                    526,000

0 0.00

副 議 長                     563,000 0 0.00

特
別
職

市　　長                  1,016,000 0 0.00

副 市 長                     825,000

教 育 長                     694,000

常 勤 の
監査委員

                    552,000 0 0.00

議　　長                     624,000

令和４年度 対前年度

差額 増減率(％)

0

0 0.00

0.00

－ ２６ －


